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2C7 産 主導に よ る地域技術振興 

0 長田純夫 ( 長崎県工業技術センタⅡ，川添一己 ( ラッキー自動車 ), 辻 昌宏 ( 辻 産業 ) 

    技術立県道場から 科学・産業技術経営者連盟 へ 

  

長崎県では産主導による 産学官交流が 近年栄えており、 その一つぼ技術立県道 

場 ( 以下枝道と 略 ) があ る。 枝道は産学官のみならず、 政 (= 政界 ) 、 報 ( 二 報道 

  界 ) 、 労卜 労働組合 ) 、 数件教育界 ) をも巻き込んで 科学技術世論を 普及構築 

しょう、 という目的で 平成 6 年 1 月に設立された。 文献 ( 1 ) に報告しているが、 
その理念 図 を図 1 に 再揖 する。 

枝 道は現在、 幹事会員 3 1 社、 正会員 4 9 社、 個人会員 2 0 名、 顧問会員 8 名、 

の計 1 0 8 会員から成り、 毎月 1 回の幹事会と 年 2 回の全体討論会 ( 四季の名を 

冠して 00 場所と呼ぶ ) を実行している。 最近では平成 8 年 8 月 8 日に県教育界 

から約 4 0 人の小中高の 先生方と約 6 0 人の会員が対面する 形で一同に会し「科 
学技術教育と 中小企業の接点」について 約 3 時間討論し、 相互認識を深めると 共 

に、 初の試みという 新鮮さから双方に 充実感を残した。 勿論、 「科学技術が 日本 

の要諦」 という枝道の 発想は此の国の 問題意識とも 共通するものであ るが、 科学 

技術基本法や 科学技術会議 2 2 号答申などの 中央の動向を 垣間見する中で、 枝道 

も " 世論の構築 " だけでは世の 中が進展しないことを 徐々に気づき 始めた。 そ し 

て 、 枝 道発足後、 丸 2 年経った今年 1 月 、 図 2 に示す構図を 想定し、 科学・技術 
経営者連盟 ( 以下村 経 連と 略 ) が新たに誕生した。 

科学技術士 田 

2 . 斜径連の理俳 

1.) 科学技術は日本 ( 長崎 ) の 米 びっであ 
る     島国、 山国、 海国、 希少資源 回 、 世界の極 

官 

                    人材立派                   

と 東 い う 日本の地理的条件は 世界の極東を 日 

本の最 西 に置き換えると、 長崎県にそのまま 力浜 
あ てはまる。 したがって、 日本がそうであ る     

よ う に、 長崎は科学技術立県でなければなら   杖 インフオーマル Ⅰ 

ない。 観光長崎も福祉日本 ( ? ) も科学技術 
  道場   

                テーマ 特別ゲスト 村輪   

が 栄えてこそ豊かになり 得る。 現在 2 1 1 社   
の会員の業種は バラェ ティに富んでおり、 製 

  
労 Ⅰ 故主 

  遺業以外にも 銀行、 運送業、 ガソリンスタン   

ド経営、 医者、 パチンコ経営、 などあ らゆる 
  

業界の経営者が 参画している。 図 Ⅰ 技術立県道場のコンセプト 
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2.) 科学技術創造立国体系づくり 
1 0 0 % に近い識字率と 9 0 % 以上の高校 

進学率は質の 高い工場労働者を 供給し、 この 

ことが日本を 世界の物作り 大国に押し上げた 
に 違いない。 しかし、 独創性や創造性を 育む 

文化や制度は 未だ此の国に 形成されていない。 
" 出る杭は伸ばす " 式の制度や文化を 構築す 

ることが科学技術創造立国の 必須条件であ る。 

教育に即効性はないにも 杓 わらず今日の 日本 

で教育を否定する 者はいない。 と同様に、 即 

効性はないが、 「 0 0 年の大計の志をもって 
科学技術創造立国大系づくりに 励む必要があ 

る。 現在、 2 1 1 社の会員は毎月 1 万円の会 

費をこの目的のために 支払っている。 

3. ) 産の使命 
この国は大和朝廷の 御代から収税国家であ 

る。 納税の義務を 最大に果たしている 中小企 

業者はその税金の 使途に関して 意見を言 う権 

利 があ るに違いない。 義務と権 利は表裏 一体 

だからであ る。 会社を経営することは 経営者 

の第「の任務であ るが、 法人税、 固定資産税、 

相続税、 従業員の所得税、 などを国家や 自治 

体に納入し、 その運営を支えていることを 再 

認識し   中小企業者は " 弱者 " としての発想、 

を脱却し、 タックスペイヤ 一つまり主権 者と 

しての使命感を 持っべきであ る。 

3 . 斜径連の活動 

枝 道は幹事会員 3 1 者を定め、 毎月第 2 火 

曜日に定例幹事会を 開いているが、 斜径連の 

方は幹事会のメンバーも 幹事会日程も 不定で 

あ る。 会員の業種幅が 広 い こと、 枝 道と重複 

会員が多いこと、 特定会員に会合が 集中でき 

ないこと、 などの理由により、 不定期に 1 0 

～ 1 5 人から成る幹事会を 開催し、 その会に 

参加したメンバーを 流動幹事とみなしている。 
表 1 にこれまでの 活動状況をまとめた。 こ 

の中で次の点を 特に説明する。 

 
 

  

  

図 2 枝道および斜径連の 位置づけ 

表ェ ． 斜径連の活動状況 
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w. 経 連発足記者発表 
第 1 回幹事会 
長崎新聞紙上座談会 
第 2 回幹事会 
発起人総会 
斜径 連 設立記念意見広告 
第 3 回幹事会 
第 4 回幹事会 
設立総会 
長崎発信シンボジウムシリーズ No.1   

    地域科学技術新時代を 創る " 
第 5 回幹事会 
第ェ口自民党経済対策部会 vS 

斜径連合同勉強会 
第 6 回幹事会 
第ェ日「デジ マ 」編集会議 
第 7 回幹事会 
第 2 回「デジ マ 」編集会議 
第 8 回幹事会 
「月刊デジ マ 」創刊号 
「月刊デジ マ 」発刊記俳記者発表 

第 3 回「デジ マ 」編集会議 
第 9 回幹事会 
第 Ⅰ 回 具行政 vs 斜径連合同研究会 
「月刊デジ マ 」発刊記俳意見広告 
長崎発信シンボジウムシリーズ No.2 

    君は科学技術 倉 'l 造立国を見たか !     
第 1 0 国幹事会 
第 2 回自民党経済対策部会 vs 

斜径連合同勉強会 
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1. ) 対 県議会勉強会 

地方自治体の 議会議員で科学技術に 関心はあ ってもそれを 活動の素材にしてい 

る 議員は希有であ る。 土木、 農林、 水産、 福祉等の目先の 仕事に忙殺され、 科学 

技術に裂く時間がないからであ ろうか。 斜径連の目標の 一つは、 図 2 にあ るよ う 

に 科学技術議員連盟を 設立してもら ぅ ことであ る。 なぜなら、 議会が関心を 持つ 

ことにより、 自治体の行政が 本格的関心を 持っことが期待されるからであ る。 

これまであ る会派の委員会と 2 回会合している。 会を追って各議員の 科学技術 

に関する認識が 深まり、 逆 提言を受けることもしばしばであ る。 年内に超党派の 

議員連盟を旗揚げすることも 可能な情勢であ る。 

2. ) 対 行政勉強会 

行政のこれまでの 技術政策では、 現在も全国的に 見て 2 ～ 3 の例外を置いて、 

そのほとんどが 国の策定した 政策の認定を 受け、 実行するという 受身の対応であ 
る。 テクノポリス 法 、 頭脳立地法、 地方拠点法など 世に知られている 通りであ る。 

しかし、 枝 道や科 経 連の発想は先 世 0 2 章で述べたように、 地域の " 産 " が自ら 

の頭で考え、 自主的に実践するという 独特のカラーを 持っている。 これに地域 産 

業の主たる経営者が 2 0 0 社以上も結集し、 県議会も関心を 持ち始めたとき、 行 

政は無視出来なくなった。 膝を突き合わせた 真剣な勉強会が 初めて開催され、 産 

官 双方に新たな 問題意識が芽生え 始めた。 年内には " 地域の 、 地域による、 地域 

のための " 自律的産学官勉強会が 開催されるであ ろう。 

3. ) 尾身幸次出議院議員の 特別講演会 

本学会でもお 馴染みの尾身議員は 長崎県にはあ まり縁の深い 方ではなかったが、 

科学技術基本法の 仕 掛人 として「科学技術立国論」 ( 読売新聞社刊 ) を著してお 

られることが 斜径連の目に 止まり、 去る 9 月 1 3 日本県に招待、 特別講演会を 開 

催した。 当日用意された 2 5 0 席の会場は急 拠 5 0 席追加したほどの 盛況で、 " 

君は科学技術創造立国を 見たか ! " という題で熱演された。 地元県議会からも 自 

主 的に 7 名の参加があ り、 地方における 産業界と政界の 連携に大変印象付げられ   

た 様子であ った。 その後、 9 月 2 5 日付けの新聞記事によれば 衆議院議員 1 5 0 

名から成る超党派の「科学技術と 政策の会」は 経済 3 団体と科学技術に 関する懇 

談会を初めて 開催することを 報じていた。 尾身議員の長崎での 体験がヒントに た 

っ たのであ れば幸いであ る。 

4. 提言書 一 長崎 S 丁 プロダクション 一 
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「・     この目的のために 長崎技術プロダクション ( 略称長崎 S 丁 プロダクショ 

ン ) の設立を提案致します。 人材をスカウトしてアイドルを 売り出したり、 芸術 

祭 参加作品をプロデュースするのは 芸能プロダクションですが、 本県に存在する 
科学技術のシーズ や 三一 ズを 捜し出し、 それを商品や 技術成果としてプロデュー 

ス するコーディネ、 イタ一の団体を S 丁 プロダクションと 呼ぶことにします。 

この S 丁 プロダクションのイメージを 図に示します。 スタッフはプロデュー サ 

一と ディレクター 3 人程度から成り ( 後述の長崎創造研究所 1 1 人 程度、 長崎マ 

ルチ科学館 7 人程度を加えると 総数 2 2 人程度となります。 ) 後出の産業技術 創 

造 最高会議の事務局も 担当することとします。 

このような S 丁 プロダクションの 発想、 は木県はもとより 全国的にも類例がない 

のではないかと 思います。 但し、 最近入手した 平成 8 年 9 月科学技術庁発行の 地 

域 科学技術振興施策一平成 9 年度概算要求について 一によれば、 同様な構想、 が す 

でに実行段階にあ ることがわかります。 特に、 プロデューサーおよびディレクタ 
一 という用語まで 一致しているのは 驚きです。 いずれにしてもこの 提言書が国の 
発想、 や 流れと一致していることに 私達は大変誇りを 感じます。     ・」 

このような地域進行推進機関は 各自治体に必ず 財団の形で設立されているが、 
大きな違いは S 丁 プロダクションが " 人 " 

に 焦点を合わせていること、 そして、 それ 

官 を でなく産の発想、 で提案していることで あ る。 今後、 政官業が同じ 土俵上に登 り 目 回 じ 線で議論をするという 理想状態が続 

けば、 S 丁 プロダクションが 共同作業の産 

物 として長崎に 生まれて来るのもそ う 遠い 

目 ではあ るまい。 
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発行することにした。 

枝道および斜径連会員から 選ばれた 8 名の編集委員が 毎月Ⅰ 回 集まり、 図 4 に 

示す機関誌を 2 0 頁建てで出している。 編集委員には 3 名の現役記者が 名を連ね 

ており、 毎月当番で企業訪問ルポを 書いてくれる。 記事集め、 編集、 レイアウト   

印刷、 いっさいを自分達で 行えるのも多彩な 業種の会員がいるお 陰であ る。 

枝道および斜径連の 活動を会員に 伝えることが 主目的であ るが、 外部識者によ 
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本稿は総選挙双に 書いているが、 

各党とも行政改革を 第 1 の政策に掲 
げいるので、 どの政党が政権 党にな 
ろ う とも行政改革に 着手することは 

間違いあ るまい。 

行政改革を合唱されて、 当の行政 
当局が何の意志表示もしないのは 何 

故だろうか。 企業も学校も 教会もお 
弄 さんも、 巨人軍も労働組合も 農協 
さんもあ りとあ らゆる団体は 自らの 
繁栄と生き残りを 目指したとき、 リ 

ストラ、 リエンジ、 合理化に自助努 
力する。 公務員という 団体は何故自 
己改革を宣言し、 それに向かって 自 

助努力しないのだろうか。 
実は自助努力している 省庁や自治 

体もあ るに違いない。 い や 、 必ずし 

ているに違いない。 しかし、 それが 

そ う 見えないのは 自己完結型で、 別 

の 言い方をすれば、 独善でやってい 

るから外から 見えないのではなかろ 
・；     

産学官交流や 地域連携は専門の 技術分野で 
であ る。 研究評価に関しては 外部評価委員会 
学官交流や政官業連携で 実施したらどうであ 
や科学・産業技術経営者連盟は 正にこのこと 
会は技術行政革新から、 そして、 地方からそ 
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、 などの記事が 定着し、 

読会員も徐々に 増えて 

図 4.  「 月 １ %@ デジマ 」 

は 良く講じられ、 行政 

を設ける動きがあ る。 

ろ うか 。 産 主導による 

に相当する。 2 1 世紀 

の端緒が 妬 かれて行く 

第 9 回年次学術大会講演要旨 集 

の 得意の手法 

行政改革を産 
技術立県道場 

の新型日本社 
に違いない。 

(1994   10 ． 29 円 0) P192 
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